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ID: 159
担当部署: 都市建設課

処分の概要 占用料の減免

例 規 名

根 拠 条 項
柴田町道路占用料条例 第2条第2項

例 規 番 号 昭和61年条例第8号

【基準】

第2条の規定による。

(占用料の額)

第2条 占用料の額は、別表占用料の欄に定める金額に、法第32条第1項若しくは第3項の規定

により許可をし、又は法第35条の規定により協議が成立した占用の期間(電線共同溝に係る

占用料にあっては、電線共同溝整備法第10条、第11条第1項若しくは第12条第1項の規定によ

り許可をし、又は電線共同溝整備法第21条の規定により協議が成立した占用することがで

きる期間(当該許可又は当該協議に係る電線共同溝への電線の敷設工事を開始した日が当

該許可をし、又は当該協議が成立した日と異なる場合には、当該敷設工事を開始した日から

当該占用することができる期間の末日までの期間)。以下この項、次条第1項並びに別表の備

考第9号及び第10号において同じ。)に相当する期間を同表占用料の単位の欄に定める期間

で除して得た数を乗じて得た額(その額が100円に満たない場合にあっては、100円)とする。

ただし、当該占用の期間が翌年度以降にわたる場合においては、同表占用料の欄に定める金

額に、各年度における占用の期間に相当する期間を同表占用料の単位の欄に定める期間で

除して得た数を乗じて得た額(その額が100円に満たない場合にあっては、100円)の合計額

とする。

2 町長は、次に掲げる占用物件に係る占用料について、特に必要があると認めるときは、前

項の規定にかかわらず、同項に規定する額の範囲内において別に占用料の額を定め、又は占

用料を徴収しないことができる。

(1) 法第35条に規定する事業(道路法施行令(昭和27年政令第479号。以下「令」という。)

第18条に規定する事業を除く。)又は地方財政法(昭和23年法律第109号)第6条に規定する

公営企業に係るもの

(2) 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が建設し、又は災害復旧工事を行う鉄

道施設及び鉄道事業法(昭和61年法律第92号)による鉄道事業者又は索道事業者がその鉄

道事業又は索道事業で一般の需要に応ずるものの用に供する施設

(3) 公職選挙法(昭和25年法律第100号)による選挙運動のために使用する立札、看板その

他の物件

(4) 街灯、公共の用に供する通路及び駐車場法(昭和32年法律第106号)第17条第1項に規定

する都市計画において定められた路外駐車場

(5) 前各号に掲げるもののほか、前項に規定する額の占用料を徴収することが著しく不適

当であると認められる占用物件で、町長が定めるもの

標準処理期間 15日
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